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平成２９年７月１３日 

港湾局 海岸・防災課 

国土技術政策総合研究所 

 

高潮等から港湾地域の被害を軽減するために 

～「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会」（第３回）を開催～ 

 

 

 

 

臨海部は、物流機能のみならず、石油化学コンビナート等の生産機能が高密度に集積するなど、我が

国の経済・産業や人々の生活を支える重要な地域です。これら機能の多くは堤外地（防潮堤等の海岸保

全施設より海側にある土地）に集積しており、高潮等の被害を受けやすいといった特徴があるうえ、高

い潮位のみならず、暴風、高波といった特有の事象にも留意する必要があり、これらに対し、減災・防

災のための事前の準備が必要です。（別紙－１参照） 

これらの事象から、港湾地域に立地する企業やそこで活動する人々の人命・財産を守るため、「港湾の

堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会」を開催し、港湾地域の特性を考慮し、時系列に沿っ

た対応をまとめる「高潮対策事前準備検討ガイドライン（仮称）」の策定に向けた検討を行います。 

なお、ガイドラインについては、平成２９年度中にとりまとめる予定です。 

 

記 

日 時：平成２９年７月１８日（火） １０：００～１２：００ 

場 所：合同庁舎３号館１１階特別会議室 

議事案：（１）第２回検討委員会での指摘事項と第３回検討委員会での論点について 

（２）高潮の規模について 

（３）防災行動開始／完了の判断となるフェーズの考え方について 

（４）防護目標と官民連携施策について 

（５）堤外地への情報伝達について 

（６）中間とりまとめ（案）について 

（７）今後のスケジュールとＷＧにおける論点について 

構成員：別紙－２参照 
 

 ○会議は傍聴席に限りがあることから、報道関係者に限り傍聴可能とさせていただきます。 

 ○傍聴を希望される場合は、７月１４日（金）１７時までに、名前、所属及び連絡先を下記問合 

せ先までご登録ください。別添のＦＡＸ送信票を使ってご連絡いただいてもかまいません。 

○当日は９時５０分までに直接開催場所にお越しください。 

○録音は不可です。カメラ撮りは、冒頭のみとします。 
 

【問い合わせ先・傍聴登録先】 

国土交通省 港湾局 海岸・防災課  井出、木下 

    ＴＥＬ：03-5253-8111（内線 46735､46732）、03-5253-8688（直通） 

ＦＡＸ：03-5253-1654 

港湾地域の企業や人々の人命・財産を高潮・高波等の災害から守るため、
「高潮対策事前準備検討ガイドライン（仮称）」の策定に向けた第３回目の
検討を平成２９年７月１８日（火）に行います。 

資料配付の場所 

1.国土交通記者会 

2.国土交通省建設専門紙記者会 

3.国土交通省交通運輸記者会 

4.横須賀市政記者クラブ 

平成29年7月13日 同時配布 



    別紙－１ 

堤外地の特徴と被災事例について 

 
１．堤外地の特徴 

堤外地は、物流機能のみならず、石油化学コンビナート等の生産機能が高密度に集積するなど、我が国

の経済・産業や人々の生活を支える重要な地域ですが、高潮等の被害を受けやすいといった特徴がありま

す。特に三大湾においては、港湾地域のうち約８割が堤外地であり、内湾のため高潮による水位が大きく

なりやすいといった特徴があります。 

 

 

 

 

 

 
 

三大湾の港湾地域(※)における堤外地と堤内地の割合 

 

 

２．高潮・高波による堤外地の被災事例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

護岸の被災                   緑地の被災 

（平成１１年台風１８号）            （平成１１年台風１８号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貨客船の横転                  コンテナの散乱 

（平成１６年台風２３号）             （平成２１年台風１８号） 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

三大湾計

大阪湾

伊勢湾

東京湾

堤内地 堤外地

約8%

約16%

約33%

約17%

約92%

約84%

約67%

約83%

※港湾地域：臨港地区及びその他港湾区域内の人工島 



別紙－２ 

港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会 

委 員 構 成 

   （敬称略） 

区  分 氏  名 所    属 

委 員 長 岡安 章夫 東京海洋大学学術研究院 教授 

委 員 田中  淳 東京大学大学院 情報学環 総合防災情報研究センター長 

〃 小野 憲司 前 京都大学 防災研究所 総合防災研究グループ 教授 

〃 田島 芳満 東京大学大学院 工学系研究科 社会基盤学専攻 教授 

〃 

（東京湾ＷＧ長） 
鈴木 崇之 横浜国立大学大学院 都市イノベーション研究院 准教授 

〃 

（伊勢湾ＷＧ長） 
富田 孝史 名古屋大学大学院 環境学研究科 都市環境学専攻 教授 

〃 

（大阪湾ＷＧ長） 
青木 伸一 大阪大学大学院 工学研究科 教授 

〃 白石 哲也 （一社）港湾荷役機械システム協会 専務理事 

〃 菊地 身智雄 国土交通省 港湾局長 

〃 加藤 雅啓 国土交通省 港湾局 海岸・防災課長 

〃 吉田 秀樹 国土交通省 国土技術政策総合研究所 沿岸海洋・防災研究部 部長 

〃 佐々木 洋 気象庁 総務部参事官（気象・地震火山防災担当） 

〃 笠尾 卓朗 海上保安庁 交通部 航行安全課 課長 

〃 石橋 洋信 国土交通省 関東地方整備局 港湾空港部長 

〃 田中 知足 国土交通省 中部地方整備局 港湾空港部長 

〃 杉中 洋一 国土交通省 近畿地方整備局 港湾空港部長 

〃 柴田 利雄 千葉県 県土整備部 次長 

〃 原   浩 東京都 港湾局 港湾整備部長 

〃 中上 一夫 川崎市 港湾局 港湾経営部長 

〃 厨川 研二 横浜市 港湾局 政策調整部担当部長 

〃 服部 順一 横須賀市 港湾部長 

〃 河野 修平 愛知県 建設部長 

〃 小出 真二 名古屋港管理組合 総務部 危機管理監 

〃 淺井  正 四日市港管理組合 経営企画部理事 

〃 水谷 優兆 三重県 県土整備部長 

〃 辰谷 義明 大阪府 港湾局長 

〃 糟谷 昌俊 兵庫県 県土整備部長 

〃 松井 圭一 大阪市 港湾局 防災・施設担当部長 

〃 西森 正至 神戸市 みなと総局 海岸防災担当部長 



別添 

国土交通省港湾局海岸・防災課 宛て（FAX 03-5253-1654） 

 

Ｆ Ａ Ｘ 送 信 票 
 

「港湾の堤外地等における高潮リスク低減方策検討委員会」（第３回）の傍聴を希望する

場合は、この様式により、上記連絡先までＦＡＸでお申し込みください。 

なお、ＦＡＸ送信に際しましては、手違いを防止するため、プレスリリース記載の連絡

先まで電話連絡をお願いします。  

※ 申込みの締切りは、７月１４日（金）１7：００です。 

 

■会社名及び部署名 

■傍聴者 役職・氏名（全員の役職・氏名を記載願います） 

①（代表者）                       

②                            

③                            

④                            

⑤                            

■テレビカメラ持ち込みの有無（該当するものに○をつけてください。） 

 

■連絡先（代表者の連絡先） 

■その他 

 

有 ・ 無 


